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はじめに

　計量経済学を用いての実証分析は，ケイソズ理論をはじめとしてさまざまな

理論 ・仮説，経済政策の有効性を検討する上で非常に重要な役割を果してきた 。

特に，計量モテノレ分析において，線型回帰分析の手法は，現実の経済主体の経

済行動様式を数量的に評価する方法として最も多く用いられてきたといってよ

い。 分析のさいに重要なことは，１）どのようた経済理論モデ ノレを作成し，線

型回帰モデルにあてはめるか，２）線型回帰モデノレのパラメータ推定に使用す

るデータをどのように選択し，利用するのか，３）推定された複数の回帰方程

式をどのような方法で評価するのか等の問題を明確にしておくことである 。１）

は， 分析者が依拠する経済理論にかかわる間題である 。２）は，経済統計の知識

を前提にモテノレの特定化にかかわる 。３）は，いかなる検定統計量をモテ ノレの選

択基準として利用し，どのような仮説 ・理論を採用するのかにかかわる 。１） ，
２），３）の段階は，実際の研究プ ロセスでは密接た関連を持っている 。３）の段階

の手法は，極めて技術的た側面をもつが，計量分析でのモテノレの選択を行うさ

いに重要な位置を占める。３）の分析を進めるにあたって，計量経済学の教科書

では，線型回帰モデルの説明変数では説明されたい部分（誤差）についての諸

仮定のもとで理論的に導出される検定統計量を利用して，諸仮定の妥当性の検

　　　　　　　　　　　　　　　　（８３６）
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討および設定された理論 ・仮説の検討方法の説明がなされる。分析の基本とな

るのは，検定統計量の確率分布関数を導くために線型回帰モテルでは説明され

ない残差に確率的性質の仮定を前提としていることである 。

　経済学の統計資料は自然科学分野とは異なり ，実験室の中で行われる繰り返

しの実験にもとつくものではないから，誤差項の確率的性質の仮定（確率誤差

項の仮定）を現実に検証することは極めて困難である。クロスセクショソデー

タによる分析では，標本抽出方法の性質から確率誤差項の仮定を正当化する

（ｊｕｓｔｆｙ）こともいくつかのヶ一スでは可能であるが，同様な議論が可能かどう

かは極めて疑わしい。このようた確率誤差項の仮定を正当化しうるかどうかは ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
分析者の現実の経済杜会に対する認識のレベノレに依存する 。

　確率誤差項の仮定を前提にして導出される検定統計量は，実際の検定の段階

ではテータを関数とする統計量の実測値に置き替えられるから，われわれは ，

確率誤差項の仮定をはずして線型回帰モテノレの推定誤差から得られる統計量を

分析することによっ て， 検定統計量の意味つげを検討することも可能である 。

　本稿の目的は，線型回帰モテルに確率誤差項の仮定を前提にして得られた検

定統計量が，確率誤差項の仮定をはずしてもモテノレの選択基準として一定の意

義をもつことを明らかにすることにある。本稿の目的にしたがい，以下皿では ，

計量計済学の教科書で通常（古典的）線型回帰モテ ノレ としておかれる諸仮定の

内容を検討し，それらの諸仮定の妥当性が現実に疑わしい場合にはどのようた

問題が生じるかを考察する。そして，実際の分析においては，これらの問題は

回帰係数（構造パラメータ）の信頼性の問題に帰着することを明らかにする。皿

では，係数の信頼性と諸仮定の現実的妥当性を検討する検定統計量の分析が ，

推定残差の分析に帰着することを明らかにする。最後に，ｖでは回帰分析によ

るモテノレの選択をめくる諸問題について考察する 。

　　１）本稿執筆の動機は，久本〔１３〕，Ｊｏｈｎｓｔｏｎ〔１５〕Ｃｈａｐ１２の内容から刺激を受

　　　けたことによる。したがって，本稿の内容も主として上記２文献を参考にしてい

　　　る。特に，皿では計量経済学の内容にそうという主旨から，その多くをＪｏｈｎｓｔｏｎ

　　　の説明をべ一スとして議論を展開している。分析の対象を，いわゆる古典的線型

　　　回帰モデルをめくる係数の信頼性と検定統計里に限定しているため，推定量の漸

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３７）
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　　近的性質・同時方程式をめくる問題，分布ラ ヅグ問題，時系列間題にははとんど

　　言及していたい。これらの内容を合めた本瀞こかかわる問題は，今後の課題とし

　　たい 。

　２）確率誤差項の仮定を正当化するための考えられる根拠については，佐和〔２０〕
，

　　 Ｐ． １８２－１８７に コソバクトにまとめられている。また，計量モデルを合めた経済学

　　において数学的手法を用いること是非に関する議論は，経済統計学会〔１６〕収録の

　　諸論文で展開されている 。

皿． 線型回帰モデルの諸仮定と係数の信頼性

　ト１線型回帰モデルの諸仮定

　経済変数ｙ（被説明変数）を（ト１）個の経済変数Ｘ。，…… み（説明変数）で

説明する次のような線型回帰モデ ノレを考えることにしよう 。

　　　巧＝汐・十刀・名・・十……十み刃閉十・ジケ＝１，…… 犯　　　　　（１）

　ここで・ガ・・ 刀・ ・…　みは未知の構造バラメータ ，〃， は確率誤差項（撹乱項） ，

添字ゴは乞番目の観測値，犯は標本の大きさをあちわす
。

　あるいは ，

　　　 〃＝耶十・ 　　　　　　　 ’　　　　　（２）

イ／イな：三三１ト（ジ

　（１）式あるいは（２）式の最小自乗推定量をび＝（ろ。，・…・・ ろ后）とすると ，

　　　６＝（Ｘ”Ｘ）・１Ｘ〃 　　　　　　　　　　　　　（３）
が得られる。さて，通常の（古典的）線型回帰モデルでは，行列ｘおよび撹乱

項川こついて以下のような仮定がおかれる 。

　Ａ－１撹乱項 〃の期待値はゼ 巨， すなわちＥ（〃）：０

　Ａ －２　Ｅ（凹〃’）＝〇
一２

■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）

　Ａ－１よりＥ（〃）：０であるから，分散共分散行列Ｅ（〃）について２つの仮

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３８）
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定がたされていることを意味する。第１は，〃の分散が標本乞とは無関係に一

定値をとること（均一分散性Ｈｏｍｏｓｃｅｄａｓｔ・ｃ・ｔｙの仮定），第２は，全ての掻乱項

ｚ々について異なる２組の標本の問には相関がないことである。すなわち ，

　　　・～）一

ｒ貫；１二　　　　 （・）

　Ａ－３ｇ（Ｘ）＝尾。説明変数の列ベクトノレの組の階数は尾 ，すなわち，列ベク

トルの組は互いに独立である 。（３）式の逆行列（Ｘ
ｌＸ）一１ が存在することを保証

する 。

　Ａ－４Ｘは非確率行列である。この仮定により ，撹乱項 〃とＸは互いに独立

であることが保証される 。

　Ａ－５撹乱項 〃は多変量正規分布にしたがう 。Ａ －１，Ａ
－２，Ａ－５をまとめる

と， （６）式のように表現される 。

　　　 〃～Ｗ（０，〃）　　　　　　　　　　　　　　（６）
　次に，仮定Ａ－１～Ａ－５について若干の検討を行うことにしよう 。確率誤差項

〃の仮定を前提にすれぱ，Ａ－１はそれ程強い仮定ではない。たぜなら，最小自

乗法による推定残差 れ×１ベクトノレを２ とすると ，

　　　 以＝ 又１６＋・ 　　　　　　　　　　　　　　（７）
であるから，（３）式との関係により

　　　Ｘ１３＝０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑２
が導かれる 。ベクトノレＸ”２＝０の第１要素は，　 ２ＦＯをあらわし・推定残差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仁１
３５の和がゼ 肩， すなわち ２５の平均値がゼ ロであることから，撹乱項 〃の期待

値（平均値）がゼ ロであると仮定してもさしつかえないであろう 。

　Ａ－４の仮定は，行列Ｘは操作可能な変数で，変動の原因は〃，洲こあるとい

うことを意味する。経済学においては，いくつかのクロスセクショソデータに

よる標本抽出の分析を除いては，他の標本を入れ替えるという実験は不可能で

ある。また，ｘ自身が相互にあるいは他の変数の変動の結果であると考えられ ・

ｘを操作可能な変数として取り扱うことには無理がともなう 。われわれが問題

としている単一方程式では，１回限りの歴史的結果として一組の標本が与えら

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
れていると考えることによっ て， Ｘを非確率変数とみたすことにする。Ａ －５の

仮定をはずしても，確率誤差項の仮定から十分大きな標本 〃に対して，Ａ －１ ，

Ａ－２を結合して近似的に（６）式が成止することを導くことができる。また，後に

述べるように，Ａ －１，Ａ－２の仮定が実際の分析において満足されるかが検討の

対象とたる 。

　ところで，仮定Ａ－１～Ａ－５の成立が何故重要かは，最小自乗推定値が次のよ

うな性質を持つと考えられているからに外ならない。仮定Ａ－１～Ａ－５のもとで ，

最小自乗推定量６の期待値はＥ（６）＝々，すなわち構造バラメータに一致する 。

この性質は不偏性と乎ぱれ，９を真のバラメータとみたしている。そして，６

の分散はＶａｒ（６）＝ｄ２（Ｘ”Ｘ）一１ が得られるが，カウス ・マノレコフの定理により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
不偏推定量の中で最小の分散をもつ推定量であることが証明される。この望ま

しいと考えられている６の性質は，最小分散不偏推定量（Ｂｅｓｔ　Ｌｍｅａｒ　Ｕｎｂ・ａｓｅｄ

Ｅｓｔ・ｍａｔｏｒ）と呼ばれ，Ａ－１～Ａ－５のいずれかが満たされなくたると成立しない 。

　確率誤差項の仮定，Ａ －４，およぴＡ－５は，われわれカミどのような現実認識の

もとでモデル作成を進めるかにかかわる問題であり ，統計資料を用いて検証す

る性格のものではない。以下では，統計資料による検討対象となるＡ －２，Ａ －３

の仮定について，どのようた状況のもとでそれぞれの現実的妥当性が疑わしく

なるか，そして，その結果推定上とのような問題が生じるかを考察する 。

　皿一２不均　分散性（Ｈｅｔｅｒｏｓｃｅｄａｓｔ１ｃ・ｔｙ）

　クロスセクンヨソテータ，例えは，家計貯蓄動向調査の個票から 〃個の標本

をラソタムに抽出したテータを用いて，貯蓄関数を推定する簡単たモテ ノレを考

える 。

　　　ＳＦぴ十肌十・ジ乞＝１，…… 犯　　　　　　　　　　（８）
　ここで，添字 弘は各家計，ｓ、は家計の実質貯蓄額，巧は実質可処分所得，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
物は揚乱項，ぴ，刀は構造パラメータをあらわす 。

　　般的にいって，低所得者層では可処分所得の大半を日常の消費支出にふり

むげざるを得ないから，貯蓄率は低く消費と所得の関係，つまり貯蓄と所得の

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４０）
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関係は安定していると考えられる。これに対して，高所得老層では相対的に所

得を目常の消費支出にふりむげる割合が少なくて済み，貯蓄率も比較的高いと

考えられる。そし
七， 所得が高まるにつれて可処分所得の支出自由度がより高

くなるから，目常的消費支出以外の消費支出の割合が高くなり ，その時々のあ

るいは各家計の貯蓄性向がかなり異なってくるであろう 。すなわち，高所得者

層の方が低所得者層に比べて同一所得のもとでの貯蓄率のバラッキは大きくな

　　　　　６）
ると考えられる 。

　各家計の貯蓄と所得との関係を図　　　　　　　　図　
１

示すれば，図１のようになる。右図

において，プ ロットは各家計の貯蓄

と所得の組をあらわす。最小自乗法

によっ て， （８）式の推定線がＳＦぴ十

月ｙ５で求められたとすると，家計の

貯蓄率をあらわす点が低所得者層で

は直線のまわりに密集しているのに

対して，高所得者層では推定線の回

ｓ＾＝・ ぴ十乃Ｌ

ｙ三 （所得）

りにより広い範囲でのバラツキが見られる 。同じ。ことを推定誤差でいいかえる

と， 低所得者層での推定誤差は小さく ，高所得老層のそれは大きい。このよう

に所得階層を大きく２つのグループに分げた場合，誤差分散から判断する限り

撹乱項の分散が標本を通じて一定であると仮定するよりは・２つのグノレープの

分散が異なるとみなした方が適切であろう 。このような状況を不均　分散性が

存在するという 。不均　分散性のもとでは，ｓ・を巧上に単純に回帰して最小

自乗法を適用すると，々の係数推定値局の信頼性が高所得者層では低くなり ・

推定誤差が大きくなることが図１より直感的に確められる・確率誤差項の仮定

のもとでは，不均一分散性が存在しても（３）式の最小自乗推定量６の不偏性は導

かれるが，均一分散性を仮定した場合の検定が無意味とたる ・

（８４１）
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　皿一３　系列相関（Ｓｅｒ１ａ１－Ｃｏｒｒｅｌａｔ１ｏｎ）

　時系列データを用いた分析では，ラ ッグ付き被説明変数を説明変数としたい

線型回帰モデノレにおいて，撹乱項 〃の共分散がゼーであるという仮定に問題の

生じることが多い。ここでは，マクロレベノレでの簡単な消費関数を考えること

にする 。

　　　Ｃ’＝”十乃巧十物；〃＝１，…… 犯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）

　ここで，添字右は時点，Ｃ’は実質民間最終消費支出，巧は実質個人可処分

所得，伽は撹乱項，ぴ，月は構造バラメータをあらわす 。

　（９）式に最小自乗法を適用して得ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　２
れた推定線ＣＦぴ十刀ｙオの推定値
Ｃ’ と実測値Ｃサとの推定誤差 ６舌 （：　　　　　　　　　　　　　　 ｃＦ糾舳
＾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ！
Ｃザ０’）について，異時点間に強い　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ
相関が存在すれぱ，系列相関による

間題が生じていると考えられる。図

２では，過小推定（印＜Ｏ）の状況が

数期間続き，遇大推定（勾＞Ｏ）の状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　篶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｙ’況が数期問続く傾向を示している 。

　　　　　９２
このとき　榊 一。 はプラスの値をとるから，一次の正の系列相関が存在して
　　　　ｔ昌２
いるという 。また，過小推定 ・過大推定が交互に生じる傾向が強い場合には ，
７２

　２灼 一。 は負の値をとるから，負の系列相関があるという 。図２の消費の推定
むｇ２

誤差印に循環的変動が見られ，推定線Ｃドぴ十”’ではＣ’の変動の方向を

とらえきれないことを示している。いいかえると，（９）式によるあてはめが関数

型として不十分であることを意味している 。

　関数型が悪い理由として，第１に，０’をｙ’以外の変数ででも説明する必

要があるのかもしれたい。巧だげで説明しきれ抵い推定誤差印の中にＣ’を

説明すべき変数（例えぱ資産の状態 ・過去の消費慣習等々）が含まれていると考え

られる場合には，引こある種の傾向をもたらす可能性がある 。例えぽ＝， このモ

デルで資産残高の大きさが消費にプラスの影響をもたらし，重要な変数であ っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４２）
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たとしよう 。標本期問内で，数期問一定率以上で資産残高が増加している場合

には，変数として含まれていないことから過小推定の状況が続く可能性が強い ・

逆に，資産残高が数期間一定率以下でしか増加したい場合には，過大推定の状

況が続く可能性が強い。第２に，Ｃ‘とｙバこは非線型の関係があると想定す

べきなのかもしれない。そして，両変数を適当に変数変換した後，新たな変数

について最小自乗法を適用するか，直接Ｃチとｙバこ非線型モデノレの方法を適

用するかである 。

　確率誤差項の仮定のもとでは，系列相関が存在すれは，最小自乗推定量６は

不偏性をもつが，分散の推定量はハイアスをもつことか確められている
・（９）式

の係数推定値后は，図２で見る限り全体のトレソトをつかんではいるが，消費

の変化の方向を追跡しきれていたい点で信頼性が低いと考えられる 。

　１－４多重共線関係

　線型回帰モデル（２）において，説明変数のどれか２つの組に厳密な線型関係が

あれぱ，仮定Ａ－３が満たされなくなり ，逆行列（ＸＸ）一１ が存在せず最小自乗

推定量を（３）式のように一意に求めることかできたい。実際問題としては・説明

変数間に厳密な共線関係が生じることはまずありえないから，２変数の標本相

関係数の絶対値が１に近い場合が問題となる。時系列データによる分析では ・

説明変数が２個以上であれば，同様たトレソド変数で被説明変数を説明しよう

とする場合が多くなり ，多重共線関係による問題が生じる可能性が強い・次の

ような２説明変数モデ ノレを考えることにしよう 。

　　　〃＝肩、北、〃、久、チ 　　　　　　　　　　　¢◎
　ここで，ツ、，五、チ，工３オ はそれぞれ平均からの偏差であらわされている。最小

自乗推定量は ，

（１）一１
イｌ１二１１１１１凄）

（１１）

ここで，ブ１２ はツと九。 の相関係数，ヅ。３ は九。 と久３の相関係数，１’ ３はツ

　　　　　　　　　　　　　　　（８４３）
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と北・ の相関係数をあらわす。説明変数 北。 と北。 との間の相関係数が１に近

く（ブ・・＝１）・強い共線関係が生じているとしよう 。呵式でプ。。 とブ。。 は同符号

をもつから，ガ・・ ガ３ の分子は プ。３ の値が大きくたるにつれて小さくなる。１－
７。。２

も小さくなるから，刀。， 乃。 の絶対値は逆に大きくなるかもしれない。しか
し， 例えぱ ７・３ がブ１２ に比してかなり大きかったとすると，后、の分子はＯに

近くなるかマイナスになる。それに対して，ガ３の分子はそれ程小さくならず，
刀。 自身は犬きくたるかもしれない。計量モテ ノレを作成するさいに変数問の因

果関係自体を検証の対象とするのであれは，多重共線関係たどは問題でたいの
　　　　　７）
かもしれない。しかし，モテル作成において因果関係の方向と符号条件は，あ

らかじめ考えておかなけれぱならたい重要た仮説である。計量モテノレでの係数

の符号条件は，経済理論と実際のテータにもとつく変数間の相関関係の強さに

よっ て決められる。もし，ツと北。 の相関係数 プ。。 がかたり強いプラスの値で

あっ たとしたら，ツを単純に叉２ 上に回帰したときには，傾きの係数推定値
１・・
←１・・ヅ慕）はプラスの値をとる

。にもか１桃尤 １。。一１のため，后。

の値は経済効果としては非常に小さたものにな ったり ，仮設として設定された

符号条件を満たさない推定結果となる可能性がある。説明変数間の相関係数が

一１に近い場合にも，起りうる問題についても同様に考えることができる。多

重共線関係による問題は，さきに述べたように説明変数が強いトレントをもつ

ことによっ て生じる場合が多く ，関数型の問題にもかかわる。説明変数のトレ

ン１を除去するために・時問の階差刃一ムー・ 変化率 缶子・を変数にす
ることが考えられる。あるいは，説明変数間に線型制約条件を課して推定を行

うとか，クロスセクショソデータからの情報を利用する等，説明変数の数を減

少させ，多重共線関係の問題が生じる余地をできるだげ小さくすることが必要

とたる
。

　多重回帰分析に用いられる説明変数問には多かれ少かれ相関関係があり ，あ

る説明変数の変動には他の説明変数の変動が含まれていると考えられるため
，

他の説明諸変数の効果を除去した彬で被説明変数を説明することになる。その

さい・説明変数問の相関が極めて強いときには，岬式から多重共線関係にとも

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４４）
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なう係数の信頼性 ・安定性の問題が顕在化する 。

　この節では，Ａ －２，Ａ－３の仮定のいずれかが満足されなくたると，線型回帰

モデルの推定結果は推定誤差に一定の傾向をもたらすが，係数の符号条件を満

たさなくなる等を通じて係数の信頼性を著しく低下させてしまうことを確認し

た。 次節では，通常行われている係数の信頼性のテストのいくつかを検討し

確率誤差項の仮定をはずしたときそれぞれの検定統計量がとのようた意味をも

つかを考察することにしよう 。

　　３）Ｘが確率的な変数とみなしうる場合には，Ｉと〃 が独立に分布するという仮定

　　　が必要となる 。

　　４）Ｊｏｈｎｓｔｏｎ，前掲書，ｐ１７３－１７４参照 。

　　５）実際の推定では，構造バラメータが限界係数ガをあらわすのではなくて，弾力

　　　性をあらわすように，変数Ｓ｛， 巧をＺｎＳＦぴ’十〃ｎｙ‘の関数型にする等の方

　　　法も考えられるが，ここでは単純に（８）式の移で考えることにした 。

　　６）　もちろん，家族人員 ・年齢構成 ・消費に対する慣習等によって同一所得の場合

　　　でも消費額および消費支出の内容は異なる。これらの要剛こついては考慮せず，

　　　消費ないしは貯蓄は所得のみの関数とみなしている 。

　　７）Ｓｉｍｓ〔２１〕は，時系列分析の方法を用いて，ＧＮＰと貨幣供給量の因果関係の

　　　測定をＦ検定によっ て試みている 。Ｐｉｅｒｃｅ〔１９〕は，このような時系列分析には

　　　いくつかの分析上の欠陥があることを指摘している 。

皿． 係数の信頼性と検定統計量

　皿一１決定係数と乏検定統計量

　決定係数は，線型回帰モデノレ（２）の最小自乗推定結果〃＝Ｘ６が全体の〃の変

動をどの程度説明しているかを示す指標で ，

　　　Ｒ２：吻／吻

　　　　＝１一〆２／〆〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（均

で定義される。しかし，　般に説明変数の数が多くなると決定係数は大きくな
８）

る。 そこで，説明変数の増加分を調整した自由度修正済み決定係数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５）
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　　　亙・二１〆・／（ト冶）

　　　　　　　〆〃／（１ト１）

　　　　　　 れ一１
　　　　 ：１ 尾（１－Ｒ

２）　　　　　　　　　　¢尋
が用いられる。説明変数の数が異たる場合でも，０笥式の自由度修正済み決定係

数で回帰直線の適合度を比較することができる 。

　次に，個々の係数推定値からそれぞれの説明変数が被説明変数に有意味な影

響を与えているか，すなわち係数推定値がゼロと異たらないか否かを検討する

ために≠検定統計量が用いられる 。

　　　　　　ろ５
　　　ト 。■み　　　　　　　　　　　　　　　　

但４

ここで，ろ，は第 ２説明変数の係数推定値，Ｓは自由度で除した標準誤差，ｏ臼，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
は逆行列（Ｘ■Ｘ）■１ の第乞対角要素をあらわす 。

　通常，≠検定統計量は対象と在る変数が説明変数としての資格があるかとう

かを検討する重要な指標とみなされている。ここでは，まず撹乱項に対する正

観性を仮定した場合の歩統計量の解釈を検討し，次に確率誤差項の仮定をはず

した場合の〃統計量の意味つげを考えてみる 。

　撹乱項川こ対する正観性の仮定のもとで，係数推定値ろ，の有意性を検討す

るために，帰無仮説亙。： 島＝０，対立仮説互。： ＆キＯが設定される。仮説亙。

が真であるとするならぽ，岬式のちは自由度 〃一尾の〃分布にしたがうこと

が理論的に証明される。適当な有意水準（例えぽ００５）に対応する有意点を自由

度〃一尾の≠分布表から求め，仮説検定のための棄却域を設定する。推定結果

より ，ちの実現値〃如 が棄却域にはいれば，仮説互。が棄却され係数推定値

ろゴは有意であるとされる 。≠‘。 が棄却域にはいらなげれぱ，仮説亙。は採択さ

れ係数推定値ろ。は有意でないとされる。仮説Ｈ。が採択されることは，説明

変数幻か川こ対して有意な影響を与えていないことを意味するが，さらに推

定結果からは係数の符号をプラスともマイナスとも判定できず不安定であるこ

とをも示している。岬式の々の分母は，理論的には係数＆の標準誤差であ

るから，実測値右５ｏ＞２であったとすれぽ，実数直線上にＯを基点としてプラ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４６）
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ス・ プイナスの方向にＡの標準誤差の２倍の範囲をとっ たとしてもろ、がそ

の中に含まれたい。その意味でろ１はＯとは異なり有意であると判断される
。

　さて，確率誤差項の仮定をはずして岬式の”、の意味つげを考えるために ，

ちを蝸式のようにツと仰の偏相関係数行であらわすとしよう
。

　　　　 ブ〆７７一尾
　　　

乏１

■１一ブ，・ 　　　　　　　　　　 胸

嚇い・で説明される部分 １山２で説明されない残差 蔦との
比であらわされている。ちはプゴの増加関数であることが確められているから

，

説明変数幻のツを説明する貢献度行が高くなれぱちは高くたり，逆に幻
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユｏ）の貢献度 ｒ５ が低くなればなも低くたるという関係がある。蝸式を別の角度

から見るために，説明変数幻を除外した回帰分析の残差白乗和を珊ｓ，九， を

含めた残差自乗和を五ｓｓ｛とすると ，

　　　
ち一 １（脳一幾テ

（１ｚ・尾）

　　　　　　　　　 鮒
　　　　１１）
が導かれる ・（均１式は・説明変数仰を含めることによっ て残差がどの程度減少

するのか・あるいは抑を除外することによっ て説明されない残差がどの程度

増加するのかを意味し，残差の分析を通じて説明変数幻の貢献度を測定して

いることになる。そして，この説明変数々の追加が，全体の説明力である自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
由度修正済み決定係数を上昇させるのはゲ＞１のときである

。

　以上の考察により ・確率誤差項の仮定がなくてもヵ検定統計量の解釈は可能

で・ 特定の変数が説明変数としてつげ加えられないことにより増加する残差の

分析を通じて，その変数の貢献度 ・有意性を測定している 。

　皿一２線型制約テスト

　チ検定統計量は，個々の係数推定値の有意性を判断する目安として利用でき

るが・複数の係数推定値の同時検定，あるいは線型制約条件の検定を行うため

には利用できない。この問題に関しては，掻乱項 〃に対する正規性の仮定のも

とで ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８４７）
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　　　亙：（ト肋） ’〔亙（季Ｘ）’１”〕一１（ト肋）／ｑ　　　　　　　 崎
　　　　　　　　　　 ｅ２／（犯一尾）

が自由度対（ｇ，れ一尾）のＦ分布にしたがうことが利用される。ここで，行列

凧　ベクトルｒは線型制約条件理＝ｒに対応するｑｘ尾定数行列 ，． ｑ×１定

数ベクトル，ｑは制約条件にかかわる数をあらわす。¢ｄ式は，仮説Ｈｏ： 理＝

ｒが真であると仮定して導かれるＦ検定統計量である 。

　制約条件児汐：ｒのもとでの最小自乗推定量残差ベクトノレを３。 とすると ，
（１

ｄ式は

　　　亙：並・２ゾ〆
２）／ｑ

　　　　　　　　　　　　　　 帥　　　　　　〆２／（〃一尾）

　　　　　　　　　　１３）
と書き直すことができる。〆。ｅ。 は（２）式に制約条件を課した最小自乗推定量で

は説明されない残差自乗和，３”２は制約条件たしの最小自乗推定量（３）では説明

できない残差自乗和をあらわすから，（切式の分子
３”

。２ボ地は制約条件の有

無による説明されない残差自乗和の差違を示している。その意味では，（１カ式は

制約条件を課したときにモデ ノレ全体の説明力がどの程度失われるかを，制約条

件たしの残差自乗和との比で示し，制約条件を課すことの妥当性を検討してい

ると解釈しうる 。

　皿一１で検討した個々の係数推定値の有意性を判断する乏検定統計量は，制約

条件を課したＦ検定の特殊た場合とみ次すことができる。たぜならば，撹乱項

川こ関する正規性の仮定のもとでは，ち２：Ｆ‘は自由度対（１，犯一尾）の亙分布
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛・１　　　　　　ゐ・｛

にしたがうことカミ確められ，仮説Ｈ。： ガ。：０は，児＝〔巾１ｎ〕 ，

７＝Ｏとおき，制約条件児ｇ：ｒの検定として¢ｄ式を利用すればよいからである 。

　定数項を除くバラメータの有意性を同時に検定しようとするときには ，

　仮説　Ｈ。： 々２＝刀３・……・：み

であるから ，

　　　　　　０００ ．．．… Ｏ０　　　　０
　　　　　　０１０ ．．．．．． 　０　　　　：

　　　児一１１１＼； ・一１＝０

　　　　　　０００ ・・・… ０１　　　　０

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４８）
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とおき，仮説Ｈ。のもとで閥式のＦが自由度対（尾一ユ，ト尾）のＦ分布にした

がうことを利用することにたる。このとき ，

　　　五＿Ｒ２／（ト１）
　　　　　（１一五２）／（花一尾）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
が得られ，Ｆは決定係数Ｒ２の関数としてあらわすことができる。すなわち ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ ２定数項を除く回帰超平面で被説明変数の説明できる部分ト１と説明できない

　　　１－Ｒ２

部分　犯＿尾　の比として・係数推定値の有意性を同時に検討している 。

　制約条件のもとでの最小自乗残差と制約条件なしの最小自乗残差との比較に

よる係数推定値の有意性の検討は，別の角度から，次の構造変化テストにも利

用される 。

　皿一３構造変化テスト

　線型回帰モデノレの推定結果は，モデノレの関数型のみならず，当然のことなが

らデータのとり方にも依存す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　３
る。 どの範囲のテータを分析

に使用するかで係数の有意性

・信頼性は異な ってくる。例

えは，１－２での貯蓄関数の分

析において，平均的な限界貯

蓄性向からの低所得者層と高

所得者層のバラツキの差はそ

れ程深刻な間題でなかったと

），＝“ 十刀ｘ三

　　　ｙ！１＝ぴ２ ＋乃２× ２ｆ

ｘｊ （所閉

しても，両者の貯蓄行動には大きな差があり ，図３のような状況では，単一の

方程式で係数を推定することが無理であるのかもしれない。いいかえると，低

所得老層と局所得者層では，貯蓄行動で顕著な構造的差違があるのかもしれな

い。 もし，両者の行動に著しい差があると判断されるならぽ，与えられた全て

のデータについて単一方程式で係数を推定しても，その係数の信頼性は極めて

低いものとなる。２つのデータグノレープの問に構造的な差違，つまり構造変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４９）
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があるか否かを検討するために，形式的に榊弓式ないしは（功式が用いられる 。

図３において，２つのグループに制約条件を与えずに構造的な差違があると考

えるならば，２つの回帰方程式

一（１ｌ）一（予圭）
（１ト

螂べ烹１卜（１む吊

（１

萄

であらわされ，２つのグループ間に差違がないという仮定のもとでは ，

仮説凪
：（芸１）一（着：）

（ｚｌ）一（葦）（芸）・・
但旬

となる。０旬式を回帰分析した残差自乗和を〆。ｅ。，胸式を回帰分析した２つの

クノレープの残差自乗和の合計を
ｅ１

３とすると，帥式の適用は

・一（

努高
／２

附

となる。帥’式は，構造的差違を仮定したことによっ て失われる説明力と構造

的差違を前提とした２つの回帰式の残差自乗和の合計との比で，構造的差違の

有無の判断指標としている。同じテストをｑｄ式の制約条件児ｇ＝ｒのもとで行

うたらば，仮説Ｈ。は

軋：（一
冷（１）

となる。胸，¢勃式の場合，回帰式の切片と傾きを一緒にして構造的差違を検討

することになるが，制約条件を変えることによって個々の係数の構造的差違を

検討することも可能である。また，説明変数が２個以上の場合，グループが３

つ以上の場合にこのテストを拡張することができる。　般帥こは，犯個のテー

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５０）
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タを力個のグループに分けて，れ 個のデータにもとづく被説明変数と説明変数

との関係が線型関係とみなしうるかとうかを検討することになる。構造的差違

の検討は，クロスセクショソ分析に限らず，時系列データを用いて異た った時

期の構造変化の有無の判断材料として使用される（Ｃｈｏｗ〔６〕）。 構造変化の間題

は， データを機械的に分割するのではなく ，現実建済に対する認識の問題にか

かわる 。

　皿一４均一分散性のテスト

　れ個の標本にわたって線型回帰方程式の分散が均一であるかの検討は，大別

して２つの方法に分げられる。第１は，標本を被説明変数あるいは重要な説明

変数のスケーノレに応じていくつかのグループに分割し，残差分散が均一である

かどうかの検討を行っているもので，Ｋｅｎｄａ１１ａｎｄ　Ｓｔｕａｒｔ〔１７〕 ，Ｇｏｌｄｆｅ１ｄ

ａｎｄ　Ｑｕａｎｄｔ〔１１〕等がある。第２は，不均一分散性が存在すると判断された

場合，回帰分析の残差自乗がどのようた要因から影響を受げているのか，特に

説明変数とどのような関数関係にあるのかを検討する。不均一分散の性質にか

かわるテストは，Ｂｒｅｕｓｃｈ　ａｎｄ　Ｐａｇａｎ〔３〕 ，Ｇ１ｅｓｊｅｒ〔１０〕等がある 。　ここで

は分散の均一性自体に検討を行っている前者２つの研究について考察する 。

Ｋｅｎｄａｌ１ａｎｄ　Ｓｔｕａｒｔの研究は，データのグノレーブを刎に分割し，各グノレープ

の分散が等しいとみなしうるか否か，つまり

　　　Ｈ。：０．２＝ｄ．２＝……＝ ～２

を検討している。まず，グノレープ内の標本分散

　　　　　〕（篶ダ巧） ２

　　　 Ｓ・２一戸１ 、一１；ゴー１・…… ・

　　　
＿　　　７一｛

　　　篶＝　冷／仰
　　　　　３＝１

および，グノレープ全体の標本分散

　　　　　ｍ　　　♂：Ｘ仰一ユ）Ｓ
５２／（ト刎）

　　　　　乞＝１

を計算する。そして統計量

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５ユ）
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　　　　　　　　　　　伽　　　ｑイト刎灼♂一瓜犯ｒ１）ＺｎＳ
５２

　　　　　　　　　臼◎
　　　　　　　　　　　仁１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
が近似的に自由度（刎一１）のヵイ自乗分布にしたがうことを利用する。それぞ

れのグループの標本分散が標本全体の分散に近い値をとり大きな差違がなげれ

ぱ， Ｑ’
は小さな値をとるが，グノレープの標本に大きな差違があれぱ，Ｑ’は大

きな値をとる。Ｑ’の大小によって分散が均一であることの妥当性を見る一つ

の目安となりうる 。

　Ｇｏｌｄｆｅｌｄ　ａｎｄ　Ｑｕａｎｄｔの研究は，２つのグループの分散の均一性Ｈ。：ｄ．２＝

ｄ．２ を検討している。不均一分散の疑いがある説明変数名・を選び，ム・のスケ

ールに応じて観察値を並べる。中心の６ 個の観察値を除外し，残った最初の

（トｏ）／２個の観察値，最後の（ト６）／２個の観察値にそれぞれ最小自乗法を

適用する。そして，小さたムの組の回帰分析から得られた残差自乗和をＲＳＳ。，

大きたムの組の回帰分析から得られた残差自乗和を五ＳＳ。とすると，仮説Ｈ。

が真という仮定のもとでは，統計量

　　　１』脳・
　　　　　ＲＳＳ１

が自由度対（（トト２尾）１２，（卜卜２尾）／２）のＦ分布にしたがうことを利用す

る。 仮説Ｈｏが妥当性を持っているならば，すなわち２つのクノレープの残差自

乗和に差がなげれぽ，Ｆは１に近い値をとる 。ＲＳＳ。が珊３。に比してかなり

大きくなれぱ，Ｆは１よりかなり大きくなり仮説Ｈ。の妥当性は疑しくなる 。

　皿一５系列相関のテスト

　系列相関の有無についての検討は，大別して一次の系列相関テストと高次の

系列相関テストに分げられる 。前者としてＤｕｒｂｉｎ　ａｎｄ　Ｗａｔｓｏｎ〔９〕の研究 ，

後者としてＢｒｅｕｓｃｈ〔２〕，Ｇｏｌｄｆｒｅｙ〔１２〕の研究を考察する 。

　Ｄｕｒｂｍ－Ｗａｔｓｏｎ 統計量は

　　　　　９ａ
　　　　　　（６ｒ印 ．。）２

　　　３＝む＝２ 。　　　　　　　　　　　　　　　　触
　　　　　　　

９’２

　　　　　　ト１

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　”　　　　　　　刎　　　　　　　　冊
で定義される。帥の右辺を展開し，　

２’２，　 ２’．。２，　 ９’２ をほぼ等しいとみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　む＝２　　　　　　む＝２　　　　　　　　６；１

なすと ，

　　　担２（レ９）　　　　　　　　　　　　　吻
が得られる。ここで，９ ・＝　榊 ．・／　

２ｆ２

は一次の系列相関係数の推定値であ

る。 吻式より一１＜ｇ＜１に応じて６はＯから４の範囲の値をとりうる 。ｇ＞Ｏ

のときはゴ＜２であり ，９が１に近づくにつれて６はＯに近づく 。ｇくＯのと

きは６＞２であり ，９が 一１に近づくにつれて引ま４に近づく 。また，系列相

関係数値９がＯのときは仁２とたる。的式の関係から６の値を調べることに

よっ て， 系列相関の程度を判断することができる
。

　Ｂｒｅｕｓｃｈ　ａｎｄ　Ｇｏｌｄｆｒｅｙによる高次の系列相関を検定するための帰無仮説は

Ｈｏ：〃～Ｎ（０・ｄ
”２１）である。まず，〃をＸ上に回帰して残差 ３＝〃一Ｘ６を求

める。次に残差 ｅを〔Ｅヵｘ〕上に回帰する
。

　ここで ，

　　　　　　ＯＯ ・・…．Ｏ

払＝

２．　Ｏ　　
・０

６２　６１　　
・０

３３　６２　　 ・・Ｏ

’’’’’’ ２１

　’’ ８２

９・一１８・一２……９・一カ

　残差 ２を〔”力ｘ〕上に回帰したことにより説明される部分をＥｓｓとすると
，

　　　ＥＳＳ＝〆巧〔亙１〃カー亙１Ｘ（ＸｌＸ）・１Ｘ個カ〕・１〃１３

　　　
１ｓ）

となるが，仮説Ｈ。が真のもとでは ，

　　　　Ｅｓｓ
　　　ｚ＝
　　　　〆２／犯

は近似的に自由度力のカイ自乗分布にしたがうことが確められる。ところで ，

この回帰からの決定係数をＲ
．２

とすると ，

　　　Ｒ．２＝ＥＳＳ／〆ｅ

したが って，Ｚ＝ 淑、２ が導かれる。すなわち，仮説Ｈ。の妥当性が強げれぱ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５３）
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ラッ グ付変数”力による６の説明力Ｒ
，２

はＯに近く ，仮説Ｈ。の妥当性が疑

わしければ，ラッ グ付変数巧による２の説明力Ｒ
，２

は高くなる 。

　われわれは，皿の線型回帰モデルの推定結果の評価および諸仮定Ａ －２，Ａ －３

の妥当性について通常用いられている検定統計量が，確率誤差項の仮定たしで

も意味つげできることを明らかにした。皿で述べた諸問題をどのように解決す

るかは，モテ ノレ選択のうえでも重要な作業である。次節では，検定段階で問題

となった推定結果をどのような方法で再推定して推定上の問題を回避しうるか

を検討した後，実際の検定段階で生じうるモデ ノレ選択の間題を考察する 。

８）線型回帰モデル（２）において，説明変数行列をＸ＝（拘Ｘう）に分割し，説明変

　数ベクトル均を含む回帰方程式からの決定係数をＲ．２，説明変数巧を合まな

　い回帰方程式からの決定係数をＲ２とすると ，

　　　　　　　　　　（〆〃土）２
　　　Ｒ＊２－Ｒ２一 　　　　≧Ｏ　　　　　　　　（ｘ！〃１巧）（〆リ）‘

　が得られる。ここで，”＝■一 Ｘ｛（Ｘ！Ｘ
乞）一１

Ｘ｛のベキ等行列である 。

９）注８）での記号を用いると ，

　　　　　　リ’〃：拘　　　　〆２
　　　　ろｒ〆、〃：工、

・Ｓ２

犯一尾
・咋（・・批）・１

　が得られるから，（１４式は

　　　　　　（〆〃：ｘ）１／犯一尾
　　　　々＝　　　　　１　　　　 １　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４
　　　　　（〃’〃＊〃）万（工！〃：巧）万

　となる。ここで，〃＊＝■一Ｘ（Ｘ’Ｘ）１×

１０）　〃と巧の偏相関係数を々とすると ，

　　　　　　　　〆〃：拘
　　　　７に　　　　　１　　　　 １

　　　　　　（〆〃ン）万（〆｛〃１拘）万

　であらわされるから，注９）の（１４式を用いると ，

　　　　　　　チ乞２
　　　　 ７．２一
　　　　　　〃乞２＋（〃一尾）

　が得られ，胸式のように書き直すことができる。また
，（１弓武を巧について徴分

　すると ，

　　　　払　 １／犯一尾（１＋７
．２）

　　　　一＝　　　　 。　＞０
　　　　伽２　　　　　　　　（１イ壱２）万

　とたる 。
１１）　ＲＳＳ：〆〃以

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５４）
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　　　　　　　　　　　　　　　（ヅ〃工乞
）２

　　　　Ｒｓｓう＝〆〃１＊リ＝リ’〃リー
　　　　　　　　　　　　　　　 工！〃１巧

　より

　　　　　　Ｒｓｓ－Ｒｓｓ亡
　　　　ヅ２　　　　 ｛　　　Ｒｓｓ

　が導かれる。したがって ，（１ザ式が成立する 。

１２）説明変数拘を含む回帰方程式からの自由度修正済みの決定係数をＲ
＊２

，説明

　変数巧を含まない回帰方程式からの自由度修正済み決定係数をＲ２とすると ，

　　　　 一　　　　ＲＳＳｆ／（犯一尾）
　　　　Ｒ＊２＝１一
　　　　　　　　〃り／（〃一１）

　　　　 一　　　ＲＳＳ／（犯一尾十１）
　　　　Ｒ２＝１一
　　　　　　　　〆以／（れ一１）

　であるから ，

即阜〆リ／
き．１）（犯筆１一 讐）

　　（〃〃＊リ）（〃一１）
一（吻）（。一尾。・）（ト尾）（ら２．１）

　が得られ，老２＞１のときＲ
＊２＞Ｒ２が確かめられる 。Ｅｄｗａｒｄｓ〔８〕参照 。

１３）制約条件梯＝ｒのもとでの最小自乗推定量を６＊とすると ，

　　　　６＊＝６＋（Ｘ－Ｘ）一１〃〔児（ＸｌＸ）・１〃〕・１（卜児６）

　が得られる 。

　　　　２＊＝リーｘ６＊＝２－ ｘ（６＊一６）

　であるから ，

　　　　
２’＊２＊一〆２＝（６＊一６）ｘ”ｘ（６＊一６）

　　　　　　　　 ＝（ｒ一丑６）一〔ハ（ＸｌＸ）一１〃〕一１ （７一ハ６）

　となる。したがって，０す式は帥式で書きあらわすことができる 。Ｊｏｈｎｓｔｏｎ・前掲

　書ｐ．２０４－２０７参照 。
１４）Ｊｏｈ皿ｓｔｏｎ，前掲書Ｐ．１８６－１８７参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ
”

１５）実際の検定では・ｑにスヶ一ルの調整が行われ・Ｑ＝石なる統計量が用いら

　れる。ここで，

　　　　
・一１・３（

｛．１） （暮 ”呈刎・ と１

入
１６）　 ２を〔”力Ｘ〕上に回帰しているけれども，〆Ｘ＝ＯであるためＥ８Ｓが得られ

　る。その結果，ＥｓｓはＹの変動を除いた”クで２ を説明できる部分としてあら

　わされている 。

（８５５）
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ＩＶ．モデルの選択にかかわる諸問題

　ト１推定方法の変更

　説明変数問の相関係数と最小自乗推定値の４検定統計量とから，説明変数間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
に多重共線関係に一よる間題の疑いが強い場合には，卜４の最後で述べた方法に

もとづく再推計が考えられる。その他の方法の一例として ，Ｈｏｅｒ１ａｎｄ　Ｋｅｎ －

ｎａｒｄ〔１４〕によるリッシ回帰が用いられることがある。リッシ回帰推定量は ，

　　　６亙＝（Ｘ”Ｘ＋６１）・１Ｘ勿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鯛

で与えられる。ここで，６は任意の定数をあらわすが，未知であるため，実際

の回帰において平均自乗誤差（Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｅｒｒｏｒ）を最小にするようにｏ を選

ぷ方法がとられる。鯛式の推定量を用いると確かに多重共線関係を弱めること

はできるが，平均誤差分散最小という基準があるとはいえ，係数でデータを調

整することになり ，推定量の解釈をすることが困難な点で問題がある 。

　時系列データにおいて，ある時期から標本期間内で生じていると判断される

場合には，推定期間の時期を区分して再推計する必要がある。あるいは，単一

方程式で推計を試みるならば，ダミー変数を用いての推計方法も考えられる 。

最も重要なことは，構造変化がいつ頃から生じたかを機械的に検定を行った結

果決めるのではなくて，分析者の現実経済に対する認識を通して判断されるべ

きである。同様たことが，標本期問の決定，およびクロスセクショソデータに

よる構造的差違の分析にもあてはまり ，構造変化テストは判断材料の一部にす

ぎない 。

　皿一４で述べたテストにより不均　分散性が生じていると判断された場合には ，

２つの再推計方法が考えられる。第１は，分散が均一と考えられるグループに

テータを分げ，グループことの標本分散を用いて　般化最小自乗法（Ｇｅ口ｅｒａユ１ｚｅｄ

Ｌｅａｓｔ－Ｓｑｕａｒｅｓ　Ｅｓｔｍａｔ１ｏｎ　Ｍｅｔｈｏｄ）を適用する方法である。第２に，不均　分散

の原因と狂る要因が説明変数乃・バこあるとすれぽ，誤差分散と説明変数の関

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５６）
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係を推定し，最初のモデルを変形する。例えば，３ｆ２：６Ｘ〃２（６は定数）なる関

係があ ったとすれば，関係式

　　　ｙＦ乃。十石。ん十……十みＸ〃十 ・…・・ 十＆Ｘ〃

の両辺を乃・８ で割り ，最小自乗法により係数を推定すれぼ ，

　　　（考、）一峠、
）十息（彰）十

・十島十…・…
后１（彰）十・

たる関係が得らい１は
考、一／了によ１不均一分散性が除去された誤差

とみなしうる 。

　一次の系列相関が存在すると判断される場合には，最初の線型回帰式のトレ

ソドを除去するために，被説明変数 ・説明変数の階差あるいは変化率の捗式に

変彬する方法が考えられる。また，一次の系列相関には，Ｃ
ｏｃｈｒａｎｅ　ａｎｄ　Ｏｒ

－

ｃｕｔｔ〔５〕による方法がよく用いられる 。

　１Ｖ －２　モデルの選択にかかわる諸問題

　計量モテ ノレ分析において，いくつかの仮説 ・理論のうち最終的に採用するモ

デルの選択基準を何におくべきかについては，従来より多くの議論がなされて
　１８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　＿

きた。主要な指標の１つとして自由度修正済みの決定係数五
２，

あるいは五 ２

に類似した統計量の提示もたされている。そのさい，単にＲ２だげでなく皿で

述べた検定統計量による検討を行う必要がある。そして，必要であれぱｙ －１の

ような方法での再推計も考慮されるべきである 。

　確率誤差項の仮定のもとでは，それぞれの検定統計量に対して，特定の有意

水準に対応する棄却域が求まるから，具体的判定基準が明らかでメリヅトがあ

る。 経済理論とのかかわりを除外すれは，推定結果がすへての検定基準にパス

してＲ２等の大きさでモデルの優劣を判断することが厳密た意味では必要であ

ろう 。実際にしはしは起こる問題は，再推計を行っても検定基準の少たくとも

１つを満たさたい場合，どのようにしてモデノレの選択を行うかである。モデル

選択が不可能であると結論つけるか，いくつかの検定から明らかた問題を無視

してモテノレの選択を行うかである。実際の計量モテル分析ては，少なくとも検

　　　　　　　　　　　　　　　　（８５７）
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定基準のいくつかを満たさない場合でもモデルを選択することが少たくない 。

そのさい，モテルの選択を行う分析者は，検定基準より強い選択基準を有して

いることになる。例えば，複数の説明変数のモデルにおいて，採用された推定

式の係数推定値は，すべて符号条件を満たしているけれども，１つの係数の右

値が１以下で有意性が低かったとしよう 。有意性が低いにもかかわらず，分析

者がこの変数を説明変数として採用したのは，恐らく経済理論的に重要た変数

だと考えたからであろう 。有意性が低い原因として，多重共線関係によるのか

もしれないし，間題の説明変数のテータ自体が被説明変数の変動をほとんとと

らえていなかったからかもしれたい。その説明変数と被説明変数のデータをプ

ロットしてみて関係がみられず単相関係数が著しく低い場合には，データのと

り方を検討するか，仮説自体を検討する必要があるのかもしれない。原因が多

重共線関係の存在にあり ，問題の説明変数と他の説明変数であるラ ッグ付き被

説明変数とに強い相関があったため生じた推定結果であるとしよう 。このよう

な状況のもとでは，モデノレのかなりの部分を被説明変数のラッ グで説明してし

まうことがしぱしぽあり ，分布ラ ッグモデルあるいは時系列モデ ノレを念頭にす

るのでない限り理論的観点からはモデノレの説明力は弱いといわざるを得ない 。

もし，多重共線関係を回避するためにラ ッグ付き被説明変数を説明変数から除

外したら，Ｒ２が低くなるだげでなく ，新たに系列相関の問題が生じるかもし

れたい。た笹なら，ラ ック付き被説明変数の変動が説明されない残差みに含

まれている可能性が高いからである。このように，いくつかの検定基準の剛こ

は使用されるデータの性質によっ てトレードオフが生じることがしほしぱある 。

　すでに述べたように，線型回帰モテルにおいて，確率誤差項の仮定たしでも

それぞれの検定統計量は，推定誤差の分析を通して係数推定値の信頼性につい

ての有意味た分析を可能にしている。確率誤差項の仮定をはずすと特定の有意

水準のもとでモデ ノレ選択のための絶対的線引き基準ができないことが難点であ

る。 検定統計量は，線型回帰モテノレのあてはめの程度を測るいくつかの目安に

役立っているとみなして，モテル選択を行うための絶対的な線引き基準を設定

しなくてもいいのではないだろうか。仮説検定の絶対的基準を重視してモテ ノレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８５８）
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選択を行うことによっ て， 推定結果を求めたプ ロセス，選択したモデノレの経済

理論的内容が不明である方がむしろ問題である。計量モテ ノレ分析において最も

重要なことは，いくつかの推定結果からどのような基準であるモデルが選択さ

れたかのプ ロセスを，経済理論とのかかわりで明らかにしておくことであると

考える 。

　　１７）　Ｃｈａｍｂｅｒ１ａｉｎａｎｄＬｅａｍｅｒ〔４〕，Ｌｅａｍｅｒ〔１７〕は，ベイジアソからのアプ ロー

　　　チで多重共線関係の存在の可能性を検討している 。

　　１８）Ａｍｅｍ１ｙａ〔１〕Ｃｈａｐ２，Ｃｈｏｗ〔７〕Ｃｈａｐ９は，モテル選択にかかわる諸統計

　　　量をめく“る最近の分析を行っているが，その多くは本稿の対象を越えている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ～　　　 ～　　　 〃十尾
　　１９）Ｔｈｅ１１〔２２〕Ｐ２１３が提案しているＲ２は・Ｒ２＝１＋ ＿尾Ｒ２で定義され・つね

　　　にＲ２＜Ｒ２が成立する。また，第｛説明変数を含む五２は，第｛説明変数の係数

推定値の１値が 峠冶（１ぐ尾・・）のとき第 ・説明変数を含まない肺よ１

大ぎくなるから，説明変数増加に対してＲ２ より厳しい基準であるといえる 。
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